
​札幌市重度心身障がい者及びひとり親家庭等医療費助成実施要領​

​　(目的)​

​第１条　この実施要領は、札幌市重度心身障がい者及びひとり親家庭等医療費助成要綱​

​(以下「要綱」という。)の施行に関し、必要な事項を定めることを目的とする。​

​　(申請)​

​第２条　要綱第５条の規定による申請は、重度心身障がい者医療費受給者証交付申請書​

​(様式１)又はひとり親家庭等医療費受給者証交付申請書(様式２)に、次の各号に掲げ​

​る区分に応じ、当該各号に定める書類を添えて行うものとする。​

​　(1)　重度心身障がい者医療費の助成を受けようとする場合​

​　　ア　要綱第３条に規定する世帯主等(以下「世帯主等」という。)が属する世帯の全​

​員の住民票の写し​

​　　イ　国民健康保険法(昭和３３年法律第１９２号)又は要綱第２条第５項に掲げる医​

​療保険各法(以下「医療保険各法」という。)による被保険者証又は組合員証​

​　　ウ　要綱第２条第１項第１号に規定する身障手帳、同項第２号に規定する状態にあ​

​ることを判定若しくは診断した書類又は同項第３号に規定する精神保健手帳​

​　　エ　要綱第３条第２項第３号に規定する重度心身障がい者又は配偶者若しくは扶養​

​義務者の前年の所得(１月から７月までの間に受けた医療に係る医療費の助成に​

​あつては、前々年の所得とする。)を証明する書類​

​　(2)　ひとり親家庭等医療費の助成を受けようとする場合​

​　　ア　前号ア及びイに定める書類​

​　　イ　現に児童を扶養又は監護している事実を明らかにすることができる書類​

​　　ウ　児童が１８歳に達した日の属する年度の末日以後引き続いて特別支援学校の高​

​等部(専攻科を除く。)に在学するときは、在学証明書​

​　　エ　要綱第３条第２項第４号又は第５号に規定するひとり親家庭の母又は父等若し​

​くは受給配偶者等の前年の所得(１月から７月までの間に受けた医療に係る医療​

​費の助成にあつては、前々年の所得とする。)を証明する書類​

​２　前項の規定にかかわらず、区長は必要と認めるときは、前項に規定する以外の書類​

​の提出を求め又は前項に規定する書類の提出を省略することができる。​

​３　区長は、第１項に規定する申請書の提出があつたときは、当該申請書を審査し、要​

​綱第３条に規定する対象者となる資格(以下「対象資格」という。)があると認めたと​

​きは、重度心身障がい者・ひとり親家庭等医療費助成受給者台帳(様式３)に登録し、​

​対象資格がないと認めたときは、重度心身障がい者・ひとり親家庭等医療費受給者証​

​交付申請却下通知書(様式４)により、当該申請者に通知するものとする。​

​　(所得の額)​

​第２条の２　要綱第３条第２項第３号に規定する所得の額は、特別児童扶養手当等の支​

​給に関する法律施行令(昭和５０年政令第２０７号)第２条第２項に規定する額とす​

​る。​

​２　要綱第３条第２項第４号及び第５号に規定する所得の額は、児童扶養手当法施行令​

​(昭和３６年政令第４０５号)第２条の４第６項に規定する額とする。​

​　(所得の範囲及び所得の額の計算方法)​

​第２条の３　要綱第３条第２項第３号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、​

​特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令第４条及び第５条の規定を準用する。​

​２　要綱第３条第２項第４号及び第５号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法​

​は、児童扶養手当法第９条第２項並びに同法施行令第２条の４第５項、第３条第１​



​項、第４条第１項及び第２項の規定を準用する。この場合において、同法施行令第４​

​条第２項第３号中「控除を受けた者（母を除く。）」とあるのは「控除を受けた者」​

​と、同項第４号中「控除を受けた者（母及び父を除く。）」とあるのは「控除を受け​

​た者」と読み替えるものとする。​

​　(受給者証)​

​第３条　要綱第６条に規定する受給者証は、重度心身障がい者医療費受給者証(様式５)​

​及びひとり親家庭等医療費受給者証(様式６)によるものとする。​

​　(受給者証の有効期限)​

​第４条　前条に規定する受給者証の有効期限は、毎年７月３１日までとし、８月１日に​

​更新するものとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限りではない。​

​　(受給者証の提示)​

​第５条　要綱第６条の規定により受給者証の交付を受けた者(以下「受給資格者」とい​

​う。)が、診療、薬剤の支給又は手当を受けようとするときは、市長と協定を締結し​

​た病院、診療所、薬局若しくはその他の者(以下「協定医療機関」という。)又は市長​

​が別に定める医療機関(以下「協定外医療機関」という。)に受給者証を提示するもの​

​とする。​

​　(助成の方法)​

​第６条　要綱第７条に規定する医療費の助成は、受給資格者の疾病又は負傷について国​

​民健康保険法その他の法令の規定により被保険者若しくは組合員が保険医療機関又は​

​保険薬局に支払いすべき額(当該法令の規定により負担すべき健康保険法第８５条第​

​２項に規定する食事療養標準負担額又は同法第８５条の２第２項に規定する生活療養​

​標準負担額がある場合は、その額を控除した額)から第８条第１項第１号に規定する​

​基本利用料の額(当該法令の規定により指定訪問看護を受けた場合に限る。)及び同項​

​第２号に規定する初診時一部負担金並びに同項第３号に規定する市長が定める額を控​

​除した額に相当する額を、協定医療機関又は協定外医療機関(以下「協定医療機関​

​等」という。)に支払うことによつて行う。ただし、市長は、当該支払つた額に高額​

​療養費、高額介護合算療養費、外来療養に係る高額療養費、療養費又は付加給付金​

​（以下「高額療養費等」という。）がある場合は、当該高額療養費等に相当する額を​

​世帯主等から徴収するものとする。​

​　(高額療養費等の徴収)​

​第７条　市長は、前条ただし書の規定による高額療養費等に相当する額を徴収するとき​

​は、世帯主等から高額療養費等の受領に関する委任を受け、世帯主等が加入する国民​

​健康保険又は医療保険各法の保険者から、当該高額療養費等に相当する額の支払いを​

​受けるものとする。ただし、特に必要があると認めるときは、当該高額療養費等に相​

​当する額を世帯主等に請求し、徴収をすることができるものとする。​

​　(初診時一部負担金等)​

​第８条　要綱第４条に規定する基本利用料、同条第１号に規定する初診時一部負担金及​

​び同条第２号に規定する市長が定める額は、次に掲げる額とする。​

​　(1)　基本利用料　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以​

​下「高確法」という。）第７８条第４項に規定する厚生労働大臣が定める基準に​

​より算定した費用の額に高確法第６７条第１項第１号に定める割合を乗じて得た​

​額。ただし、その額を同一の月において合算した額が３，０００円を超えるとき​

​は、３，０００円​

​　(2)　初診時一部負担金　初診１回につき医科診療にあつては５８０円、歯科診療に​

​あつては５１０円、柔道整復師等による施術にあつては２７０円とする。ただ​



​し、初診の際に当該医療に関する法令の規定により負担すべき額が、初診時一部​

​負担金と同額又はこれより低額の場合は、当該負担すべき額を、初診時一部負担​

​金とする。​

​　(3)　要綱第４条第２号に規定する市長が定める額　高確法の規定による医療を受け​

​ることができる者が高確法の規定(第６７条第１項第２号及び第３号の規定を除​

​く。)により負担すべき額に相当する額(以下「自己負担額」という。)から第１​

​号の基本利用料の額を控除した額。ただし、自己負担額及び前号の規定による初​

​診時一部負担金の額を同一の月及び世帯において合算した額が５７，６００円​

​（療養のあつた月以前の１２月以内に既に当該合算した額が５７，６００円を超​

​える月数が３月以上ある場合にあつては４４，４００円）を超えるときは、市長​

​が別に定める額​

​２　前項第３号の規定により自己負担額を算定する場合にあつては、高確法の規定の例​

​による。この場合において、高確法第７６条第２項第１号及び第７７条第３項中「第​

​６７条第１項各号に掲げる場合の区分に応じ、同項各号」とあるのは「第６７条第１​

​項第１号」と、高確法第７８条第４項中「第６７条第１項各号に掲げる場合の区分に​

​応じ、同項各号」とあるのは「第６７条第１項第１号」と「得た額」とあるのは「得​

​た額(その額を同一の月において合算した額が３，０００円を超えるときは、３，０​

​００円)」と、高齢者の医療の確保に関する法律施行令(平成１９年政令第３１８号)​

​第１４条第１項及び同条第２項中「高額療養費算定基準額」とあるのは「５７，６０​

​０円（療養のあつた月以前の１２月以内に既に自己負担額（札幌市重度心身障がい者​

​及びひとり親家庭等医療費助成実施要領第８条第１項第３号に規定する自己負担額を​

​いう。）が５７，６００円を超える月数が３月以上ある場合にあつては４４，４００​

​円）」と、同条第３項中「高額療養費算定基準額」とあるのは「１８，０００円（た​

​だし、入院療養以外の療養にかかる自己負担額（札幌市重度心身障がい者及びひとり​

​親家庭等医療費助成実施要領第８条第１項第３号に規定する自己負担額をいう。）の​

​前年８月１日から７月３１日までの期間の合計額が１４４，０００円を超える場合に​

​あつては当該期間で１４４，０００円（この場合において、当該期間の途中に転入​

​し、又は転出したことにより当該期間に他の市町村（北海道内に限る。）で同様の助​

​成を受けたときは、当該助成の状況を勘案し、高額療養費算定基準額を定めるものと​

​する。））」と、同令第１６条第１項第１号及び同項第２号中「次のイからカまでに​

​掲げる者の区分に応じ、それぞれイからカまでに定める額」とあるのは「５７，６０​

​０円（療養のあつた月以前の１２月以内に既に自己負担額（札幌市重度心身障がい者​

​及びひとり親家庭等医療費助成実施要領第８条第１項第３号に規定する自己負担額を​

​いう。）が５７，６００円を超える月数が３月以上ある場合にあつては４４，４００​

​円）」と、同項第３号中「第１４条第３項の規定により高額療養費を支給する場合」​

​とあるのは「入院療養以外の療養」と、「次のイからハまでに掲げる者の区分に応​

​じ、それぞれイからハまでに定める額」とあるのは「３，０００円(法第６４条第１​

​項第２号に規定する薬剤の支給に合わせて同項第１号に規定する診察、同項第２号に​

​規定する治療材料の支給又は同項第３号に規定する処置、手術その他の治療を行う場​

​合にあつては、６，０００円)」と読み替えるものとする。​

​　(助成方法の特例)​

​第９条　第６条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当するときは、要綱第４条に規​

​定する額を世帯主等に支給することによつて行うことができる。​

​　(1)　受給資格者が協定医療機関等以外から、診療、薬剤の支給、手当又は指定訪問​

​看護を受けたとき。​



​　(2)　国民健康保険法による保険外併用療養費(同法の規定により保険者が医療機関に​

​支払う場合を除く。)又は療養費が支給されたとき。​

​　(3)　医療保険各法による保険外併用療養費(これらの法律の規定により保険者が医療​

​機関に支払う場合を除く。)若しくは療養費又はこれらに相当する家族療養費が​

​支給されたとき。​

​　(4)　受給資格者が受給者証の交付を受けた日の属する月に診療、薬剤の支給、手当​

​又は指定訪問看護を受けたとき。​

​　(5)　第13条の規定により、受給資格者が受給者証の交付を停止されているとき。​

​　(6)　前各号に定める場合のほか、区長が特に必要があると認めたとき。​

​２　世帯主等は、前項に規定する方法により医療費の助成を受けようとするときは、重​

​度心身障がい者・ひとり親家庭等医療費支給申請書(様式８)に療養に要した費用に関​

​する証拠書類を添えて、区長に提出しなければならない。ただし、本市が行う国民健​

​康保険の被保険者である受給資格者が前項第２号に規定する療養費の支給を受けたと​

​きは、療養に要した費用に関する証拠書類を添えることを要しない。​

​３　区長は、前項に規定する申請書の提出があつたときは、当該申請書を審査し、支給​

​すべきものと決定したときは、すみやかに助成金を支給する。この場合、支給決定に​

​２日以上の日数を要するものにあつては、重度心身障がい者・ひとり親家庭医療費支​

​給決定通知書(様式９)により、当該申請者に通知するものとする。​

​４　世帯主等は、第２項に規定する申請書の提出をするときは、世帯主等が当該医療費​

​を医療機関に支払つた日から起算して２年以内に行うものとする。ただし、区長が、​

​世帯主等に２年を超えたことに対して特別の事情があると認めたときはこの限りでは​

​ない。​

​　(届出)​

​第１０条　要綱第８条第１項第１号の規定による届出は、重度心身障がい者医療費受給​

​者住所・氏名等変更届(様式１０(その１))又はひとり親家庭等医療費受給者住所・氏​

​名等変更届(様式１０(その２))により、同条同項第２号の規定による届出は、重度心​

​身障がい者医療費受給資格喪失届(様式１１(その１))又はひとり親家庭等医療費受給​

​資格喪失届(様式１１(その２))に受給者証を添えて遅滞なく区長に行うものとする。​

​　(受給者証の再交付申請)​

​第１１条　受給資格者が受給者証を汚損し、又は紛失したときは、重度心身障がい者医​

​療費受給者証再交付申請書(様式１２(その１))又はひとり親家庭等医療費受給者証再​

​交付申請書(様式１２(その２))により区長に受給者証の再交付を申請することができ​

​る。​

​２　受給者証を汚損したときの前項の申請には、その受給者証を添付しなければならな​

​い。​

​３　受給者は、受給者証の再交付を受けた後において紛失した受給者証を発見したとき​

​は、すみやかに発見した受給者証を区長に返還しなければならない。​

​　(受給者証の再交付)​

​第１２条　区長は、第１０条に規定する重度心身障がい者医療費受給者住所・氏名等変​

​更届若しくはひとり親家庭等医療費受給者住所・氏名等変更届又は前条第１項に規定​

​する重度心身障がい者医療費受給者証再交付申請書若しくはひとり親家庭等医療費受​

​給者証再交付申請書の提出があつたときは、受給者証を作成して、これを当該申請者​

​に交付するものとする。​

​　(受給者証の交付の停止)​

​第１３条​​　​​要綱第６条第２項の規定に基づき、市長は、第４条の規定による更新を行う​



​際に、次の各号のいずれかに該当する者に対し、当該各号に定める期間、受給者証を​

​交付しないことができる。​

​(1)　本来市が受領すべき要綱に基づく医療費の助成が原因で発生した高額療養費等​

​（以下「市が受領すべき高額療養費等」という。）を保険者から直接受領し、か​

​つ、市に返還しない者　市が受領すべき高額療養費等を市に返還するまでの期間​

​(2)　市が受領すべき高額療養費等を、市が保険者から受領する手続のために必要な​

​書類を提出しない者　別に定める書類を市に提出するまでの期間​

​(3)　給付を受けた助成金のうち、本来負担すべき自己負担額に相当する額を市に返​

​還しない者　本来負担すべき自己負担額を市に返還するまでの期間​

​　(助成金の返還)​

​第１４条　市長は、要綱第１０条の規定により助成金を返還させるときは、重度心身障​

​がい者・ひとり親家庭等医療費助成金返還命令書(様式１３)を当該助成金を返還させ​

​る者に対して送付するものとする。​

​　(委任)​

​第１５条　この実施要領に定めるもののほか、医療費の助成について必要な事項は、保​

​険医療部長が定める。​

​　　　附　則​

​　この実施要領は、昭和４８年１０月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​　(施行期日)​

​１　この実施要領は、昭和５４年１月１日から施行する。​

​　(経過措置)​

​２　この実施要領の施行の日前の医療費に係る助成金の支給については、なお従前の例​

​による。​

​　　　附　則​

​　(施行期日)​

​１　この実施要領は、昭和５５年５月１日から施行する。​

​　(経過措置)​

​２　この実施要領の施行の日前の医療費に係る助成金の支給については、なお従前の例​

​による。​

​　　　附　則​

​１　この実施要領は、昭和５８年２月１日から施行する。​

​２　この実施要領の施行日前の医療費に係る助成金の支給については、なお、従前の例​

​による。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、昭和５８年３月１７日から施行する。​

​２　この要領による改正後の札幌市重度心身障害者及び母子家庭等医療費助成実施要領​

​様式５、様式６の規定は、昭和５８年度分からの助成について適用し、昭和５７年度​

​分の助成については、なお従前の例による。​

​　　　附　則​

​　　この実施要領は、昭和５８年１２月３日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この実施要領は、昭和５９年１０月１日から施行する。​

​２　この実施要領の施行の日前の医療費に係る助成金の支給については、なお従前の例​



​による。​

​　　　附　則​

​１　この実施要領は、昭和６０年１月１日から施行する。​

​２　この実施要領の施行の日前の医療費に係る助成金の支給については、なお従前の例​

​による。​

​　　　附　則​

​　　この実施要領は、昭和６１年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、昭和６３年１１月４日から施行する。​

​２　この要領施行の際現に札幌市重度心身障害者及び母子家庭等医療費助成実施要領の​

​様式の規定に基づいて作成されている用紙は、この要領の規定にかかわらず、当分の​

​間、使用することができる。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成７年１月１日から施行する。​

​２　この要領の施行の日前の医療費に係る助成金の支給については、なお従前の例によ​

​る。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成７年５月２４日から施行する。​

​２　この要領の施行の日前の医療費に係る助成金の支給については、なお従前の例によ​

​る。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成９年６月３日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１０年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１２年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１３年１０月１日から施行する。ただし、第４条の改正規定は、​

​平成１３年４月１日から実施する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１４年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１４年１０月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１５年１０月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１６年１０月１日から施行する。​

​２　この要領の施行の日前の医療費に係る助成金の支給については、なお従前の例によ​

​る。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１８年１０月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成１９年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成２０年４月１日から施行する。​



​附　則​

​１　この要領は、平成２０年１０月１日から施行する。​

​附　則​

​１　この要領は、平成２１年１月１日から施行する。​

​附　則​

​１　この要領は、平成２１年４月１日から施行する。​

​附　則​

​１　この要領は、平成２１年１２月２５日から施行する。​

​附　則​

​１　この要領は、平成２２年７月２３日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成２４年４月１日から施行する。​

​　　　附　則​

​１　この要領は、平成２４年７月９日から施行する。​

​附　則​

​１　この要領は、平成２７年７月１０日から施行する。​

​　附　則​

​　（施行期日）​

​１　この要領は、平成２９年８月１日（以下「施行日」という。）から施行する。​

​　（経過措置）​

​２　この要領による改正後の札幌市重度身障障がい者およびひとり親家庭等医療費助成​

​実施要領（以下「改正後の要領」という。）第８条の規定は、施行日以後の医療に​

​係る医療費の助成について適用し、施行日前の医療に係る医療費の助成について​

​は、なお従前の例による。​

​３　施行日から平成33年10月31日までに間においては、改正後の要領第８条第１項第３​

​号中「57,600円を」とあるのは「57,600円（平成29年7月以前の月分の当該合算した​

​額については44,400円）を」と、同条第２項中「57,600円を」とあるのは「57,600​

​円（平成29年7月以前の月分の当該自己負担額については44,400円）を」と読み替え​

​るものとする。​

​附　則​

​　（施行期日）​

​１　この要領は、平成３０年８月１日（以下「施行日」という。）から施行する。​

​　（経過措置）​

​２　この要領による改正後の札幌市重度身障障がい者およびひとり親家庭等医療費助成​

​実施要領（以下「改正後の要領」という。）第８条第２項の規定は、施行日以後の​

​医療に係る医療費の助成について適用し、施行日前の医療に係る医療費の助成につ​

​いては、なお従前の例による。​

​附　則​

​１　この要領は令和３年８月１日より施行し、第２条の３　第２項の読替規定は平成14​

​年８月１日より適用する。​

​附　則​

​(施行期日)​

​１　この要領は、令和７年４月１日から施行する。​

​附　則​

​(施行期日)​



​１　この要領は、令和７年５月１日から施行し、令和６年１１月１日から適用する。た​

​だし、令和６年１０月３１日までは、なお従前の例による。​

​　　附　則（令和８年８月１日）​

​　（施行期日）​

​１　この要領は、令和８年８月１日から施行する。​

​　　ただし、改正後の札幌市重度心身障がい者及びひとり親家庭等医療費助成実施要　​

​領（以下「改正後の要領」という。）第８条第１項第３号中「高確法の規定（第６　​

​７条第１項第２号及び第３号の規定を除く。）」に関する部分の規定は、令和４年　​

​１０月１日から適用する。​

​　（経過措置）​

​２　改正後の要領第８条第１項第３号中「高確法の規定（第６７条第１項第２号及び　​

​第３号の規定を除く。）」に関する部分の規定は、令和４年１０月１日以後の医療　​

​に係る医療費の助成について適用し、同日前の医療に係る医療費の助成について　　​

​は、なお従前の例による。​


